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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、今後持続的な成長を図っていくためには、事業の成長や業容の拡大に伴い、経営管理体制のさらなる充実・強化が課題であると認識して
おり、株主やその他ステークホルダーに信頼される企業となるために、コーポレート・ガバナンスへの積極的な取組みが不可欠であると考えており
ます。そのため、優秀な人材の採用・育成により業務執行体制の充実を図り、コーポレート・ガバナンスが有効に機能するような仕組みを強化・維
持していくとともに、業務の適正性及び財務報告の信頼性を確保するための内部統制システムの適切な整備・運用、さらに健全な倫理観に基づく
法令遵守を徹底してまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

当社は、コーポレートガバナンス・コードの各基本原則について、全てを実施しております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

廣政愁一 809,200 35.73

Ｋ＆Ｐパートナーズ２号投資事業有限責任組合 411,400 18.16

Ｋ＆Ｐパートナーズ３号投資事業有限責任組合 136,900 6.04

共同印刷株式会社 70,000 3.09

宮崎羅貴 50,000 2.21

桜田美希 43,000 1.90

楽天証券株式会社 42,500 1.88

株式会社ＳＢＩ証券 39,400 1.74

鈴木健一 37,500 1.66

星野惠美子 30,000 1.32

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

当社は、2025年5月30日開催の取締役会において、いなよしキャピタルパートナーズ株式会社（以下「ICP」）及び同社の子会社であるNOVAホール
ディングス株式会社との間で、2025年5月30日付で資本業務提携を締結すること、及びICPに対して第三者割当による新株式発行を行うことを決議
し、同年6月16日に払込が完了しました。

その結果、ICPは新たに当社の主要株主、筆頭株主及びその他の関係会社に該当し、本報告書提出日現在で発行済株式総数の33.38％を保有し
ています。さらに、当社代表取締役社長である廣政愁一は、大株主に該当し、本書提出日現在で23.73％の株式を保有しています。



３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 グロース

決算期 4 月

業種 情報・通信業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

100人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 12 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 8 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 4 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

隈井恭子 他の会社の出身者 ○

小野誉之 他の会社の出身者 ○

石塚亮平 公認会計士 △

大西ひとみ 弁護士



※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

隈井恭子 　 　

NOVAホールディングス㈱において2014年
7月から現在に至るまで専務取締役である
他、同社の関連子会社においても取締役
を兼務しております。当社は2025年５月30
日に同社の親会社であるいなよしキャピタ
ルパートナーズ㈱と同社と３社間の資本
業務提携を締結しており、㈱NOVAホール
ディングスは当社を主要な取引先とする
者に該当します。

NOVAホールディングス㈱において経営実務に
携わるとともに、同社グループが展開する語学
教育・学習塾・保育・出版等の教育関連分野に
おいて幅広い知見を有しております。当社は、
NOVAグループとの資本業務提携を通じて、教
育コンテンツの共同開発や販売チャネルの拡
充等のシナジー効果を追求しており、その推進
にあたって、NOVAグループの現場感や経営視
点を取締役会に反映させることが重要であると
考えております。当社の経営戦略の策定・推進
に対する助言や提言、ならびにガバナンス体制
の強化につながるものと考え選任しておりま
す。

小野誉之 ○ 　

NOVAホールディングス㈱において2014年
7月から現在に至るまで専務取締役である
他、同社の関連子会社においても取締役
を兼務しております。当社は2025年５月30
日に同社の親会社であるいなよしキャピタ
ルパートナーズ㈱と同社と３社間の資本
業務提携を締結しており、㈱NOVAホール
ディングスは当社を主要な取引先とする
者に該当します。

NOVAグループにおいて長年にわたり学習塾
の運営及び現場マネジメントに携わり、教育
サービスの品質管理、生徒・保護者対応、教室
運営に関する深い実務経験を有しております。
教育現場に根ざした視点を有する人材を社外
取締役（監査等委員）に迎えることにより、実態
に即した監督・提言が期待されると考え選任し
ております。

石塚亮平 ○ ○

当社の取引先であった麻布総合コンサル
ティング㈱の代表取締役を務めておりま
す。同社とは、当社が上場前の2023年9月
に株価算定業務を委託したのみであり、
それ以降は継続的な取引関係はございま
せん。

当該取引の規模および性質を踏まえる
と、株主や投資家の判断に影響を及ぼす
恐れはなく、同氏の独立性は確保されて
いるものと判断しております。

公認会計士として監査法人等において、上場
企業を含む多様な業種の会計監査・財務報
告・内部統制支援に従事しており、企業経営に
対する高度な専門知見を有しております。会
計・財務の専門家を監査等委員として迎えるこ
とで、当社の財務報告の信頼性向上とガバナ
ンス体制の強化に資するものと考え選任してお
ります。同氏は、株式会社東京証券取引所の
定める独立役員の確保にあたっての判断基 準

に照らし、当社との間に特別な利害関係は存
在しないことから、一般株主との利益 相反が生

じるおそれがないと判断し、独立役員として指
定しています。

大西ひとみ ○ ○ ―――

直接経営に関与した経験はございませんが、
知的財産法、労働法、会社法など、広く企業法
務を専門とする弁護士としての経験を有してお
ります。法務・ガバナンス分野における知見
は、監査等委員会の実効性を高めるうえで極
めて有益であると考え選任しております。同氏
は、株式会社東京証券取引所の定める独立役
員の確保にあたっての判断基 準に照らし、当

社との間に特別な利害関係は存在しないこと
から、一般株主との利益 相反が生じるおそれ

がないと判断し、独立役員として指定していま
す。

【監査等委員会】



委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

委員長（議長）

監査等委員会 3 0 0 3 社外取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

なし

現在の体制を採用している理由

専任の担当者はおりませんが、監査等の業務については連携している内部監査部門が対応し、事務連絡等については管理部がサポートしており
ます。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

毎月1回開催される監査等委員会において、内部監査部門から内部監査に関する計画や調査報告等を適宜受け、意見交換等を実施できる体制
を整えております。さらに監査等委員会と内部監査室長は、必要に応じて随時打合せを持ち、内部監査結果等の報告を受ける体制にあり、監査
等委員会、会計監査人及び内部監査室長は、緊密な連携を保つため定期的に連絡会を開催するなど、積極的に意見交換を行ってまいります。

【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員
（名）

社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

社外有識者
（名）

その他（名）
委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 3 0 1 2 0 0
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 3 0 1 2 0 0
社外取
締役

補足説明

当社の指名・報酬委員会は、社外取締役を委員長とし、委員会のメンバーを代表取締役社長、監査等委員としております。指名・報酬委員会は、
取締役会の任意の諮問機関として、取締役、監査役の指名及び個人別の報酬等について審議しており、審議内容については取締役会に報告し
ております。委員会は、定例会として年１回開催するほか、必要に応じて委員長の招集により随時開催することとしております。

(構成員の氏名)

議長　隈井恭子(社外取締役)

代表取締役社長　廣政愁一、小野誉之(監査等委員)

【独立役員関係】

独立役員の人数 2 名

その他独立役員に関する事項

―――



【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

ストックオプション制度の導入

該当項目に関する補足説明

当社の継続的な成長及び企業価値の向上への貢献意欲を高めることを目的として、ストックオプション制度を導入しております。

ストックオプションの付与対象者 社内取締役、従業員

該当項目に関する補足説明

当社の継続的な成長及び企業価値の向上への貢献意欲を高めることを目的としております。

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

報酬等の総額が1億円以上である者が存在しないため、個別の記載はしておりません。取締役及び監査役の報酬は、それぞれ役員区分ごとの総
額で開示しております。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

当社の取締役（監査等委員であるものを除く。）の報酬等については、2025年７月30日に開催した株主総会の決議に従い、年額500,000千円以内
とし、具体的金額、支給の時期等の決定は、役位、職責、業績等を勘案しております。指名・報酬委員会が審議の結果を取締役会に答申し、個人
別に決定、毎月定額で支給される固定の月額報酬を決定しております。

監査等委員である取締役の報酬等については、2025年７月30日に開催した株主総会の決議に従い、年額10,000千円以内とし、監査等委員である
取締役に対する具体的金額、支給の時期等の決定は、監査等委員である取締役の協議により個人別に決定するものとしております。

【社外取締役のサポート体制】

社外取締役及び監査等委員は、それぞれ取締役会等への出席を通して、内部監査・会計監査等にて確認された社内管理体制に関する重要事項
についての報告を受けており、当該会議体の中で必要に応じて適宜助言等を行うことで、当社の内部統制体制強化に向けた協力を行っておりま
す。また、監査等委員と内部監査は、相互の連携を図るため、定期的な情報交換の場を設置し、監査等委員の監査方針及び計画並びに内部監
査の監査方針、計画、実施した監査結果に関する共有や確認を行っております。また、監査役、内部監査は会計監査人より定期的に監査の概要
について報告を受けることとしております。また、社外取締役、監査等委員の業務を補佐しておりますのは、管理部となります。各種会議体の資料
準備、保管、監査に係る書類提出等の対応を行っております。

これらの相互連携の結果、改善に取組む事項がある場合は、代表取締役を通じ、各部門が改善に取組む仕組みを構築しております。



２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

当社は、継続的な事業の成長を通じてステークホルダーをはじめ、広く社会に貢献することを経営目標としております。その実現のために、組織的
に誠実かつ公正な企業活動を遂行することを基本方針として、コーポレート・ガバナンスの体制を構築しております。また、経営陣のみならず全社
員がコンプライアンスの徹底に努めております。これらの取組みにより、当社を取り巻く経営環境の変化に速やかに対処できる業務執行体制を確
立し、ステークホルダーに対しては透明性及び健全性の高い企業経営が実現できるものと考えております。

ａ．取締役会

当社の取締役会は、取締役８名（社外取締役４名のうち３名は監査等委員）により構成されております。取締役会は、法定事項の決議、経営に関
する重要事項の決定及び業務執行の監督等を行っております。毎月１回の定時締役会のほか、迅速かつ的確な意思決定を確保するため、必要
に応じて臨時取締役会を開催しております。また、監査等委員３名も出席しており、取締役の職務執行を監督しております。

ｂ．監査等委員及び監査等委員会

監査等委員会は監査等委員３名（全員非常勤）で構成され、取締役の業務執行を監査・監視しております。監査等委員は、毎月１回定期的に開催
されますが、必要に応じて臨時に開催される場合もあります。監査に関する重要な事項及び監査の方法は、監査等委員会において協議決定して
おります。

監査等委員は、重要な会議に出席するほか、稟議書、契約書その他の業務執行に関する重要文書を閲覧するなど、監査の実効性確保に努めて
おります。さらに代表取締役との面談、各部門へのヒアリング等を実施し、会計監査人、内部監査との連携や意見交換を行うことで業務の監査が
広く行われる体制を整えております。

ます。

c.経営会議

経営会議は、原則として代表取締役社長、常勤取締役３名及びオブザーバーとして執行役員で構成されており、経営全般における重要事項につ
いて多面的な審議を行うとともに、業務執行に係る重要課題についての具体的な方針並びに対応策を審議し、経営判断に反映させております。経
営会議は、原則として毎月１回開催しております。

d．会計監査人

当社は、三優監査法人との間で監査契約を締結し、適時適切な監査が実施されております。

e．リスク・コンプライアンス委員会

当社のリスク・コンプライアンス委員会は、代表取締役社長を委員長とし、委員会のメンバーを常勤取締役、監査等委員１名、内部監査室とするほ
か、リスク・コンプライアンス委員長が必要と判断した役職者や外部有識者に対して委員会への参加を求めることとしております。リスク・コンプライ
アンス委員会は、取締役会の直属機関として、サステナビリティ関連を含むリスク管理、コンプライアンスに関する重要な方針等の審議や、リスク
管理業務、法令等に違反する行為又は違反可能性がある行為への対策等を審議しており、審議内容については取締役会に報告しております。委
員会は、定例会として年４回開催するほか、必要に応じて委員長の招集により随時開催することとしております。

f．内部監査室

当社の内部監査は、代表取締役直轄の独立組織である内部監査室が、「内部監査規程」に基づき、当社の全部門をカバーするよう内部監査を実
施しております。また、内部監査と監査役会、監査法人が監査を有効かつ効率的に進めるため適宜情報交換を行っており、効率的な監査に努め
ております。

g．指名・報酬委員会

当社の指名・報酬委員会は、社外取締役を委員長とし、委員会のメンバーを代表取締役社長、監査等委員１名としております。指名・報酬委員会
は、取締役会の任意の諮問機関として、取締役、監査等委員の指名及び個人別の報酬等（監査等委員は除く）について審議しており、審議内容に
ついては取締役会に報告しております。委員会は、定例会として年１回開催するほか、必要に応じて委員長の招集により随時開催することとして
おります。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は、取締役会の監査機能を強化し、コーポレート・ガバナンスの更なる充実を図ることにより、経営の透明化を一層向上させるとともに意思決
定のさらなる迅速化を実現するため監査等委員会設置会社を採用しております。監査等委員会は、監査等委員３名（全員が社外取締役）で構成さ
れております。

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
株主の皆様が十分な議案の検討時間を確保できるよう、招集通知の発送早期化に努め
てまいります。

集中日を回避した株主総会の設定

当社は４月決算であるため、株主総会が集中することは稀でありますが、株主総会が株
主との建設的な対話の場であることを認識し、より多くの株主の皆様にご参加頂けるよ
う、開催日の設定に関しては集中日を避けるよう留意して、事務日程、会場の予約状況を
勘案の上で、開催日を決定してまいります。

電磁的方法による議決権の行使
パソコンまたは携帯電話等からの、インターネットを利用した議決権行使を採用しておりま
す。



議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

将来的に必要であると判断した場合に採用を検討してまいります。

招集通知（要約）の英文での提供 将来的に必要であると判断した場合に採用を検討してまいります。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表

ディスクロージャーポリシーの作成及びホームページ上において公表しており
ます。

（https://corp.manabi-aid.jp/ir/policy/）

個人投資家向けに定期的説明会を開催 第２四半期決算、年度決算終了後に決算説明会を行っております。 あり

IR資料のホームページ掲載
当社ホームページにIRサイトを開設し、決算情報、適時開示資料、有価証券報
告書、四半期報告書、会社説明会資料、業績ハイライト等の情報を掲載してお
ります。

IRに関する部署（担当者）の設置 管理部を担当部署としております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

適時開示規程及びフェア・ディスクロージャー・ルールマニュアルにおいて、ステークホル

ダーに適時適切かつ公平な情報提供を行うことと定めております

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施 今後検討すべき事項として考えております。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

社内管理体制の充実に努め、法令等に基づき業績及び財務内容に関する情報を速やか
に開示し、株主や投資家の皆様に信頼していただける企業を目指してまいります。

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当社は会社法及び会社法施行規則に基づき、内部統制システムの構築に係る基本方針を以下のとおり定めております。

a.取締役、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

・全ての取締役及び使用人が、法令及び定款の遵守、企業理念の遵守、社会倫理の遵守及び社会的責任を達成するため、「リスク管理・コンプラ
イアンス規程」その他関連社内規程を整備のうえ、その周知徹底を図る。

・市民社会への秩序や安全に脅威を与えるような反社会的勢力に対しては、「反社会的勢力対策規程」に基づき、一切の関係を持たないこととし、
不当な要求に対しては毅然とした対応を行う。

・取締役会は、法令等に基づく適法性及び経営判断に基づく妥当性を満たすよう、「取締役会規程」に基づき業務執行の決定と取締役の職務の監
督を行う。

・監査等委員は、内部監査担当者、会計監査人と連携しつつ、法令等が定める権限を行使し、「監査等委員会規程」及び「監査等委員監査基準」
に基づき取締役の職務の執行を監査する。また、必要に応じて取締役会で意見を述べる。

・内部監査担当者は、監査等委員、会計監査人と連携しつつ、「内部監査規程」に基づきコンプライアンスの状況等について内部監査を行い、その
結果を代表取締役社長に報告する。

・企業倫理相談及び内部通報のための窓口を設置し、法令、定款、社内規程等に対する違反事実やその恐れがある行為等を早期に発見し是正
するための仕組みとして、「内部通報規程」を備え、これを周知し、運営する。

b. 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

・取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理は、「文書管理規程」に基づき適切・確実に、定められた期間、保存、管理することとし、必要に
応じて閲覧可能な状態を維持する。

・「情報システム管理規程」及び「個人情報保護規程」を定め情報資産の保護、管理を行う。

c. 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・取締役会は、リスク管理体制を構築する責任と権限を有し、多様なリスクを可能な限り未然に防止し、危機発生時には企業価値の毀損を極小化
するための体制を整備する。



・「リスク管理・コンプライアンス規程」を定め、発生し得るリスクの発生防止に係る管理体制の整備、発生したリスクへの対応策等を行う。

d.取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・取締役会は「定款」及び「取締役会規程」に基づき、毎月定時開催し、又は必要に応じて随時開催する。

・取締役会で決議すべき事項及び承認すべき事項は「取締役会規程」に定め、効率的な運営を図る。

・取締役は緊密に意見交換を行い、情報共有を図ることにより、効率的、機動的かつ迅速な業務を執行する。

・取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するために、「組織規程」、「業務分掌規程」、「職務権限規程」及び「稟議規程」を制定する。

e.監査等委員がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

・監査等委員がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、適宜、専任又は兼任による使用人を置くこととする。

f.前条の使用人の取締役からの独立性に関する事項

・監査等委員より監査業務に必要な命令を受けた使用人は、監査等委員の指揮・命令に服し、人事異動、処遇については、監査等委員と取締役
が協議する。

g.監査等委員の職務を補助すべき使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

・当社は、監査等委員の職務を補助すべき使用人に関し、監査等委員の指揮命令に従う旨を当社の役員及び使用人に周知徹底する。

h.取締役及び使用人が監査等委員に報告するための体制、その他監査等委員への報告に関する体制

・取締役及び使用人は、当社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項及び不正行為や重要な法令又は定款違反行為を認知した場合の他、取締

役会に付議する重要な決定事項、その他重要な会議の決定事項、重要な会計方針・会計基準及びその変更、内部監査の実施状況、重要な月次

報告、その他必要な重要事項を、法令・定款及び社内規程に基づき監査等委員に報告する。

・監査等委員は重要な意思決定のプロセスや業務の執行状況を把握するため、取締役会及びその他重要会議に出席すると共に、業務執行に係
る重 要な文書を閲覧し、取締役及び使用人に説明を求めることができることとする。

i.監査等委員へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

・監査等委員への報告を行った当社の役員及び使用人に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当社
の役 員及び使用人に周知徹底する。

j.監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る
方針 に関する事項

・監査等委員がその職務の執行について、当社に対し費用の前払い等の請求をしたときは、担当部門において審議のうえ、当該請求に係る費用
又は 債務が当該監査等委員の職務の執行に必要でないことを証明した場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理する。

k.その他監査等委員の監査が実効的に行われることを確保するための体制

・監査等委員が適正な監査の実現を図ることを可能とするため、代表取締役は監査等委員との定期的な意見交換の場を設けると共に、内部監査
担当者は 監査等委員と情報を共有し、連携を保つよう努める。

・監査等委員は、会計監査人と、会計監査人が把握した内部統制システムの状況、リスクの評価及び監査重点項目等について、情報・意見交換
等の 緊密な連携を図り、効率的な監査を実施することとする。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社では、「反社会的勢力対策規程」を定めており、反社会的勢力への対応に関し、次に掲げる事項を基本方針として掲げております。

・当社は、反社会的勢力との関係を一切遮断する。

・当社は、反社会的勢力との関係を遮断するため、以下の内容の体制整備を行う。

・反社会的勢力対応部署の設置

・反社会的勢力に関する情報収集及び管理体制の確立

・外部専門機関との連携体制の確立

・本規程を含めたマニュアルの策定

・暴力団排除条項の導入

・当社は、以下の内容を反社会的勢力への対処の原則とする。

・取引を含めた一切の関係を遮断すること

・組織として対応すること

・当社の役職員の安全を第一として対処すること

・外部専門機関との連携を図ること

・裏取引又は資金の提供につながる便宜供与又は寄附等は一切行わないこと

・有事においては民事とともに刑事告発を含む法的対応を行うこと

また、上記の基本方針を実現するため、以下の内部統制システムを含む体制を構築しております。

・反社会的勢力による不当要求が発生した場合の対応その他反社会的勢力への対応を総括する部門を管理部と定め、管理部長をこれらの対応
を統括する責任者と定める。

・管理部長は、反社会的勢力に関する情報を一元的に管理・蓄積し、反社会的勢力との関係を遮断するための取組みを支援するとともに、社内体
制の整備、研修活動の実施、対応マニュアルの整備、外部専門機関（警察、暴力団員等の排除に係る公的な団体、弁護士等をいうものとする。以
下同じ。）との連携等を行う。

・管理部長は、暴力追放運動推進センターや他企業等の情報を活用して反社会的勢力に関する情報を蓄積し、逐次、その内容を更新するものと
する。

・反社会的勢力に関する情報が集約されたデータベース等を活用した反社会的勢力チェック体制を構築し、取引先等の審査、属性判断を定期的
に行う。

・反社会的勢力と関係を有することを未然に防止するため、当社の業務に関する契約書又は取引約款を作成する際には、原則として、暴力団排
除条項を導入し、取引先が反社会的勢力であるとの疑いが生じた時点で、速やかに関係を解消できる体制を構築する。

・反社会的勢力からの不当要求等が発生した際には、発生部門は管理部に対して速やかに報告・相談を行うものとする。但し、脅迫・暴力行為の
即時性、危険性が高く、緊急を要する場合には、発生部門は、各発生部門の責任者（当該責任者が不在等の理由により対応できない場合は、当
該緊急時において当該責任者にかわる者）を通じて警察へ直ちに通報するものとする。この場合においても、発生部門は、当該通報後、管理部に
対して速やかに報告・相談を行う。

・反社会的勢力による被害の防止が適切に行われるために、当社は役職員に対し本規程の内容を通知し、その内容を常時閲覧できるようにする
とともに、必要に応じ、反社会的勢力のリスクに関する研修・教育を実施するものとする。

・反社会的勢力に関する体制及び対応等については、定期的に検証を行うものとする。当社では、反社会的勢力の排除に向けた具体的な取組み
として、新規取引先・既存取先・株主・役職員に対して以下の反社会的勢力調査を行っております。

Ⅴその他



１．買収への対応方針の導入の有無

買収への対応方針の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

―――




